
共同住宅等におけるガス事故の変遷

はじめに

「マンションでガス大爆発」のニュースがあまり見ら

れないようになって久しい。考えてみると、昭和40年代

の後半から昭和50年代の半ば頃までマンションや住宅で

ガス爆発が相次ぎ、私が消防庁に勤務するようになつた

昭和55年には、静岡駅前の 「ゴールデン街Jと いう地下

街類似施設のガス爆発で消防職団員 5名が殉職するなど

の大惨事も発生して、ガスの安全対策の強化に忙殺され

た思い出力`ある。

その後、各種のガス安全対策が功を奉して着々と事故

が減少した。現在ではガス事敵は当時の6分の 1に減少

し、消費先10万世帯あたりのガス事故の発生率で見ると、

48件 から06件 へと8分の 1に激減している。安全対策

の効果がこれだけ劇的に現れた例は、寡開にして聞いた
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ことがないほどである (図1)。

本稿では、都市ガスと液化石油ガスについて、事故の

発生状況及び安全対策の推移などを概観してみることと

したい。

1 日の里団地のガス爆発事故

建築防災関係者の間で 「マンションのガス爆発Jと し

て記憶されている事故は、「日の里団地のガス爆発事故」

が最初であろう。

この事故は、昭和48(1973)年 11月15日に福岡県の

日本住宅公団日の里団地で発生したプロバンガスの爆発

事放で、この事故により爆発発生住戸の上下階の床版が

破壊され、上階及び隣戸が瞬時に延焼して、死者 2名 、

重傷者3名 を出したものである。

白白 lo万世帝当た
りの事故作敏
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注 1)事 枚発生率とは 10万世市当たりの事故発生件数をいう。

注 2)ガ ス事故件数は、都市ガス又は液化石油ガスが著火物となって生じた癖発 火災件敏。

図 1 ガス事故件数 (消防庁調査)と 事故発生率の推移
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爆発によって、爆発発生住戸だけでなく、床版の破損

により直上の住戸が全焼するとともに、玄関扉が爆風で

破壊されたため階段室をはさんだ対向住戸も全焼するな

ど、鉄筋コンクリート造の共同住宅の火災としては異例

の大きな被害を出したため、事態を重視した建設省の指

示で 「中高層共同住宅設計の安全性見直し委員会 (委員

長 :星野昌一東京大学名誉教授)J力S設置され、爆発状況

の解析、安全対策の検討などが行われた。

安全対策としては、建築物の耐爆梼道化は適当とは言

えず、ガス漏れ防止対策、ガス漏洩時の爆発防止対策、

爆発時の被害軽減対策などについて総合的に検討する必

要があるとするとともに、抜本的対策としては 「集中熱

供給方式」、「電気J等 に熱源を転換する方が望ましいと

しているのが注目される。

2 昭和40年代後半のマンションのガス爆発事故

日の里団地のガス爆発事故は、建設省主導の委員会が

設置されて詳細な分析が行われたたために建築防災関係

者の記憶に残っているが、実はこの事赦の前後にはマン

ション等のガス爆発事故が相次ぎ、社会的に大きな問題

になつていた。上記委員会は、このような 「ガス爆発事

故の急増Jと いう背景があったところに日の里団地の大

きな被害があったために、それをきっかけに設けられた

のである。

同委員会の報告書などから、当時の主なガス爆発事放

の概要を整理すると、表 1のとおりとなる。

3 八王子の秀和めじろ台レジデンスのガス爆発事故

日の里団地のガス爆発事故に関する調査報告がなされ

た後も、マンション等のガス爆発事故は後を絶たず、昭

和50年 11月23日には東京都八f子 市の秀和めじろ台レ

ジデンスで都市ガスの爆発事故が発生した。このマンシ

ョンは、 H形 鋼とプレキャストコンクリートパネル (P

C板 )を 組み合わせたいわゆるHPC構 造の11階建ての

建物であったが、爆発が発生した6階の住戸だけでなく、

上下階の床版が破損して6階住戸と7階住戸の床版が 5

階まで落下し、吹き抜け状になった3戸 が全焼するとと

もに、爆発発生住戸の隣の住戸との区画壁も大破して隣

戸に廷焼 し、また階を隔てた9階 の 1戸 も窓側から廷焼

して全焼するなどにより、死者2名、負傷者19名の被害

を出した。

従来のマンションのガス爆発に比べて建物被害が大き

かったため、建設省では再び 「共同住宅ガス爆発事故対

策小委員会 (委員長 :星野昌一東大名誉教授)」を設けて

事故の分析と今後の安全対策などを検討することになっ

た。当時プレフアプ建築の推進を担当していた筆者も、

HPC構 造というプレファプエ法が被害を大きくしたの

ではないか、という恐れもあったため、現地調査や委員

会での検討などに参加した記憶がある。

この爆発でも、発生住戸の住民は負傷したものの生命

は助かっており、上階住戸の 1名が逃げ切れずに続死 じ

たほか、階を隔てた最上階の 1名がCO中毒により死亡す

るなど、極めて特徴的な被害状況を示している。

委員会では、建築物そのものを所爆構造にすることは

難しいため、爆発を防止する対策が重要であることを強

調しており、当時マンションのガス爆発が頻発したため

に、建築物そのものを所爆構造とすべきではないか、と

いう識論があつたことをうかがわせる。

4 静岡ゴールデン街ガス爆発火災

昭和55年 8月 16日には、静岡市の 「ゴールデン街」と

いう地下街類似の施設でガス爆発があり、死者15人 (う

ち消防職団員 5人 )、負傷者223人を出す大事故が発生し

た。

ゴールデン街は静岡駅前の繁華街にあり、複数のビル

の地階が連続的に地下道に面していて、あたかも地下街

のような形態をなしているものであった。

このゴールデン街の地下部分で午前 9時 30分頃に
一回

目の小規模なガス爆発があり、消防隊が出動して人命検

索に当たっていた9時 56分頃 2回 目のガス爆発が発生し

た。

2回 目の爆発は非常に大きく、爆発と同時に大音響が

約 5血 四方の市街地全域にとどろき、黒煙が上空50mに

まで達した。爆発直後、地下施設は一面火の海となり、

地上のアーケード街から付近のビルに延焼するとともに、

爆風により付近のビルの窓ガラスが割れて
一面に降り注

いだ。

このため、地下に進入していた消防隊員のうち4人 が

死亡し、重傷 2名 、中 軽傷者は26名に及んだ。ガス会

社職員、報道関係者などを合わせると、地下にいて死傷

した人は合計43人にも上っている。

また、地上部分の被害も大きく、消防職団員の殉職者

1名 を含めて11人の方が亡くなり、周辺住民などを中心

に重軽傷者は184人に上ったほか、建物については 1棟

が全壊し、2棟 が半壊、58棟が爆風によつて被害を受け

るなどの大惨事となった。

建設省から消防庁に出向して問もなかつた筆者も、事

故発生直後に現地調査を行ったが、現場のあまりの修状

に大きな衝撃を受けたことを覚えている。

この爆発火災で明らかになつた課題は多岐にわたつて

いるが、主な課題は次のとおりである。

(1)地下街にかかる厳しい規制が及んでいなかったこと

既に述べたように、この施設は地下街類似施設であつ

たが、「地下の工作物内に設けられた店舗、事務所その他
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表 1 日の里団地爆発事敵前後の主なマンションガス爆発事放

発生年月日 事故建物概要 ガスの種類 被 害 事故の状況

S47318 大阪市

Nコ ーポ

RC14階建て

都市ガス

(石炭ガス、水成す
‐
ス)

死者 2名 (,'ス中毒)

負傷 3名

メゾネット1戸 (2層分)

焼損

ガスレンジのコックを誤

って開放状態のまま放置

し、充満したガスが何ら

かの火源により引火

M712 S社 宅

PC造 3階 建て

LPガ ス 死者 2名

重傷 4名

軽傷 数名

全開状態の元栓の本―ス

が緩み、ガスが充満した

状況で冷蔵庫のスィッチ

の火花により引火

S481115 福岡県

公聞日の里団地

RC 5階 建て

LPガ ス 死者 2名

重傷 3名

軽傷 12名

発生住戸と上階住戸及び

対向住戸が全焼

自殺のためガスコックを

開放して放置したためガ

スが充清し、自殺を断念

して閉栓後、たばこに火

をつけようとして着火

発生住戸でなく、対向住

戸で2名が死亡した

S481126 愛媛県松山市

Mマ ンション

RC 5踏 建て

L P ガ ス 重傷 3名

軽傷 16名

発生住戸と上階住戸が全

焼

働違いによる元桂の開放

によリガスが漏洩し、電

気スイッチの火花により

着火

S481211 東京都練馬区

I マンション

RC 3階 建て

LPガ ス 死者 4名

重傷 1名

発生住戸と両隣の住戸が

全焼

元栓の締め忘れによリガ

スが充満し、電気ごたつ

の火が引火

S481229 東京都小平市

B社 社員寮

RC 5階 建て

L P ガ ス 死者 3名

発生住戸と上階住戸が焼

損

詢違いによる元栓の開放

によリガスが漏洩し、電

気スイッチの火花により

着火

S49113 静岡市S ハイツ

RC 5階建て

都市ガス 発生居室が焼損 自殺を図って湯沸かし器

の予備コックを開放した

ためガスが充清し、冷蔵

庫のスイッチの火花によ

り引火

S的 1123 東京都八王子市秀和

めじろ台

レジデンス

HPCll階 建て

都市ガス 死者 2名

負傷者 19名

発生住戸とその上下階の

住戸が全続、また隣戸及

び上階にも延焼

詢違いにより、ゴムホー

スを抜いた方のカランを

開放したまま放置したた

めガスが充浦し、何らか

の火源により引火 発生

住戸でなく、上階でCO

中毒などにより2名死亡

これらに類する施設で、連続して地下道に面して設けら

れたものと当該地下道とを合わせたものJと いう定義

(消防法第8条の2)に は該当せず、建築基準法でも同様

とされていたため、「地下街Jと された場合に適用される

厳しい規制が両法とも適用されていなかった。この種の

施設は全国に幾つか存在することが判明したため、昭和

56(1981)年 1月に消防法施行令が改正されて別表第一

に (16の3)項 という用途区分が追加され、「建築物の

地階で連続して地下道に面して設けられたものと当該地

下道とを合わせたものJは 、店舗、飲食店などの施設が

含まれている場合には地下街類似の施設 (いわゆる 「準

地下街J)と して、地下街に準じた厳しい規制が適用され

ることになった。

建築防災
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修)ガス事故防止対策

地下施設は密閉性の高い空間であるため、ガスが漏洩

すると拡散しにくいこと、爆発が発生した場合に圧力が

逃げにくいこと、爆発により火災になつた場合に避難が

困難なこと、消防活動が困難であることなど、防災上大

きな問題があるが、この事故により、「地下施設」と 「ガ

ス」との組み合わせは最悪の結果を引き起こすことが改

めて認識されることとなつた。

このため、昭和56年 1月め消防法施行令の改正 (前出)

では、地下街、準地下街、建築物の地階などの大規模な

ものには 「ガス漏れ火災警報設備Jの 設置が義務づけら

れることになった (消防法施行令第21条の2)。

ガス漏れ防止対策が消防法令 上位置づけられたのは初

めてのことであつたが、ガス事業や液化石油ガスを所管

する通商産業省でも、このゴ
ールデン街の大惨事をきっ

かけに、昭和40年代から開発してきていたガス事故防止

技術を 「ガス事故防止対策」として
一気に制度化するこ

とになった。

都市ガス関係では、ゴールデン街の二度日のガス爆発

が都市ガスによるものであつたため、ガス事業法施行規

則の 「消費機器の技術 上の基準Jが 改正されて (昭和56

年)、ガス漏れ警報設備の設置や迅速継手付きゴム管、金

属管、金属可とう管、強化ガスホ
ースの使用などが特定

の地下街や地下室に義務づけられるとともに (同規則第

108粂)、マンシヨン等のガス爆発対策として、
一般家庭

に対してもこれに準じた安全対策の普及が積極的に行わ

れることとなった。

また液化石油ガスについても、同時期に、液化石油ガ

スの保安の確保と取引の適正化に関する法律施行規則第

44粂の 「消費設備の技術上の基準Jが 改正されて、地下

室等の他、不特定多数の者や弱者を収容する施設、共同

住宅などについては、ガス栓と燃焼器との接続方法の改

善や、燃焼器のガス漏れ警報器の検知範囲内設置の義務

づけなどが行われた。

さらに建築基準法関係でも、同じく昭和56年に施行令

が改正され、3階 以上の共同住宅の住戸に設けるガスの

配管設備等について、ガス漏れ警報設備を設置するか、

ガス器具への接続を金属管や強化ガスホ
ース等を用いて

行うか、過流出防止装置を設置するかのいずれかの安全

対策を行うことが義務づけられた (同施行令第129条の

2の 2)。

このように、ガスの安全対策を担う3省 庁の4つ の法

令が、このゴールアン街のガス爆発事故を直接、間接の

きっかけとして、共同住宅のガス爆発対策まで含めてこ

の時期に一斉に改正されたのが大きな特徴である。

写真 1 静岡ゴールデン地下衝でカス際売

第一ビル前の消防車も無残に焼けただれている

(共同通信社提供)

5 つま恋ガス爆発本故

昭和58(1983)年 11月22日、静岡県掛川市のレクリ

ェーション施設 「つま恋J内 のパーベキュ
ーガーデン

「満水亭」でプロパンガスの爆発事故が発生した。この事

故では、鉄筋平屋建ての同食生が全壊 全焼し、食事客、

従業員など14人が死亡し、27人が負傷した。

この事故は、従業員が誤ってバ
ーベキユー用のガスの

元栓を開放したまま放置しためガスが食堂内に充満し、

客がガス臭に気づいて従業員がガス漏れの原因を探す騒

ぎになったが、結局原因を特定できないでいるうちに、

漏浅したガスに引火して大爆発に至ったものである。

この事故のあと、消防庁ではガス漏れ事故に関する警

防活動要相を示すとともに、消防大学校、各都道府県消

防学校等でプロパンガス等の規制に関する講座を設けて、

ガス災害に対する消防関係者のさらなる教育に努めるこ

ととなった。

この事故についても、消防庁担当者として事故発生直

後に現地調査を行つたHt憶があるが、ゴ
ールデン街のガ

ス爆発事故の後に 一斉に行われた各種のガス安全対策の

効果でガス事故が減少に向かい始めていた時期でもあり、

消防庁を含め、各省庁とも規制強化などの制度的な対応

は行わなかった。

6 ガス事故の推移

ガス爆発を含めたガス事故全体について、戦後50年の

推移を概観してみると、3つの時期に分けられる。

静岡ゴールデン地下街でガス爆発
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(1)ガス中毒事故の多発期 (昭和30年代)

いわゆる 「都市ガス」は、明治時代から東京、大阪な

どの大都市地域に供給されていたが、戦後の混乱期を遇

ぎて経済情勢が上向きになるに従い、その供給逮は急増

してきた。

当時の都市ガスは石炭から製造されたもので、成分の

中に相当室の一酸化炭素が含まれていたため、何らかの

原因でガスが漏洩すると、建物内の人は一酸化炭素中毒

を起こすことが多かつた。一方、ガスのカロリーが低く

住宅構造も開放的だったためか、ガスの漏洩がガス爆発

にまで至る例は少なかつた。

昭和30年代に入ると、ガス中毒による死者が急増 し、

3年 間で死者数が6倍 になるという事態になつたが (表

2左 )、事態を重視したガス業界はあげてガスの安全使用

キャンペーンなどのガス中毒対策に取り組んだ。昭和35

(1960)年から一酸化炭素変成装置により成分中の
一酸化

炭素の比率を下げる努力をしたことなども功を奏し、ガ

ス中毒事故は急増 したのと同様のペースで急激に減少し

た (図2)。

このように、ガス消費先の急速な増加に伴う中毒事故

の急増への対応には成功したが、漏洩すれば中毒事故の

危険性がある有毒なガスを各家庭に供給しているという

実態が変わったわけではなく、ガス中毒による自殺が相

次いだこともあって、「ガス漏れと言えば中毒Jと いう状

況は昭和40年代まで続くことになる。

セ)LPガ スの登場と都市ガスの天然ガス転決 (昭和40

年代～昭和50年代半ば)

昭和30年代の後半になると、石炭から石油へと日本の

主要なエネルギー源が急激に転換されることになったが、

その影響もあって液化プロバンガス (LPG)が 、家庭

用のエネルギー源として登場し、昭和42(1967)年 には

「液化石油ガスの保安の確保と取引の適正化に関する法

律Jが 制定される。滋化石油ガスは、都市ガスが供給さ

れていない地域において、扱いやすくクリーンな家庭用

表2 ガス中毒事故件敏と死者数の変化 (日本都市ガス産業史より作成)

昭和31年 昭和32年 昭和33年 昭和38年 昭和39年

中毒事散件数 (件) 殉 138 伍

中毒死者数 (人) 殉 櫛 備 硫

や

政

160 「     r    J49

1                   142

0

T==覇 五 百毒事故件数

~ ~ i ~ ~ ■
8

61
＼
　
一

田和31年 ロコ4S年
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田和41年

注)ガ ス中毒件数は,都市/ス事故のうち消費段階における事旗件数を使用した。

出奥 :「ガス事業便覧」((社)日 本ガス協会)

図2 ガス中毒事故件数の推移
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の調理、暖房、風呂用の燃料として急速に普及していく

が (図3)、これに伴い、液化石油ガスによる事敵も急増

することになった。

プロパンガスは一酸化炭素のような毒性がないためガ

スが漏洩しただけでは中毒事枚にはならないが、空気よ

り重いために滞留しやすいという性質があること、熱量

が高いこと、鉄筋ヨンクリート造のマンションやアルミ

サッシの普及などにより気密性の高い住宅が増えてきた

ことなどのため、液化石油ガスが普及するに従って、ガ

スが漏洩した場合の窒息事故や爆発事故、隣問湯沸かし

器等の不完全燃焼による一酸化炭素中毒などの事敵が増

えることになった (図4左 )。
一方都市ガスもエネルギー転換の影響を受け、昭和40

年代の後半から、石炭を原料とするガスから天然ガスヘ

と徐々に供給するガスを転換していくことになる。

天然ガスの主成分はメタンガスで、一酸化炭素のよう

な毒性がなく空気よりも軽いためプロパンガスに比べれ

ば拡散じやすいが、住宅の気密性の向上や短時間に大量

のガスを消費する燃焼器具の普及などの状況は、液化石

油ガス供給地域に比べて都市ガス供給地域でより顕著で

あったことなどから、天然ガス転換の進展に伴い、ガス

の漏洩による一酸化炭素中毒事故が減少していく一方、

ガス爆発や不完全燃焼による一酸化炭素中毒事故などは

急増することになった。

13)ガス事故の急減 (昭和50年代半ば以降)

昭和40年代の中頃から、都市ガスについても滋化石油

ガスについても、マンション等におけるガス爆発や不完

全然焼による一酸化炭素中毒事故が急増 してきたため、

ガス事業者等は、その対策に全力を傾けた。

ガス爆発事故事例の分析から、誤ってガスホースが抜

けることを防ぐ迅速継ぎ手、ゴムのガスホースがつぶれ

て火が消えることを防ぐ強化ガスホースゃ金属管、ガス

ホースがはずれるとガスが速断されるヒューズコックゃ

ヒューズアダプター、ガスが漏洩したのを感知するガス

漏れ警報設備などが次々に開発され、順次消費先に設置

された。

そして、先述のとおり、ゴールデン街のガス爆発事故

を一つの契機として各省庁の規制が強化されたことに伴

い、一気に普及することになり、その効果は統計 上も早

速表れてきたが、上記の対策でも、故意にガスを漏洩さ

せる 「ガス自殺」だけは防ぐのが難しかった。

液化石油ガスや都市ガスには、ガスの漏洩に気づきや

すくするため、いわゆる 「ガス臭J力こつけられているが、

これがいかにも毒性が強そうな臭いであり、昭和30年代

∞ |=二智官努安菩幕盤
|― 客 世帝掌

43的4

は40000

"
B

こ3 K X X 1 0
■

単

確

詢

わ

”
　
２‐

位
V20000

十”一，一

中

14亮sl■52115ゃ
1

0

一
時
年

一　
ｍ昭Ⅲ41年  口和44年 年和電

注1)都 市ガス世行数は、イス事策続ll月報の家庭用誠停件数の9月末値。

と2)LPガ ス世行数は、昭和50年以降は保安共清事業団の家庭業務用付保件歓 (各年9月末現在)で 、昭和41年～49年は推定。

出典 ;「末来をひらくLPガ スJ(日本とPグス協会30年史)

図 3 ガス世帯数の推移
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口344年  昭和47年  昭和50年  口巾52年  昭和 SS年  昭和58年  昭和61年  平成元年  平成 4年

年

注1)昭 和51年以降の 「漏えい 爆発 (火災)Jは、ガス輝えい後引火火災もしくは爆発又は爆発火災となった事故をいう。

注2)昭 和41年～昭和50年までの 「漏えい 爆発 (火災)Jヤま ガス潟えい後引火火災もしくは爆発又は爆発火災となった事故にガス

漏えいのみの事故件歎等を含む事故をいう。
出典 :「高圧ガス保安総覧J(高圧ガス保安協会)

図 4 LPガ スの漏えい 爆発 (火災)事 故件数の推移

にガス中毒事故が多発したこともあって、毒性のないガ

スが供給されるようになっても暫くの問は、ガス中毒に

よる自殺を図ってガスを海洩させる人が後を絶たなかっ

た。このため、ガス中毒により自殺しようとして、結局

近隣住戸を巻き込んだガス爆発事故を引き起こしてしま

う例も多く、ガス爆発対策にとって、技意にする事故を

防ぐことは残された重要な課題であった。

そこに登場したのがマイコンメーターである。マイコ

ンメーターは、昭和58(1983)年頃から一校家庭に設置

されるようになったものであるが、一般家庭の通常のガ

スの使用パターンを記憶し、そのパターンの範囲内の使

い方ならガスを流す力す、このパターンをはずれた使い方

をしたり、微量の漏洩が長時間続いたりした場合にはガ

スをjr断するなどの機能を備えたガスメーターである。

このマイコンメーターが設置されていれば、自殺のため

にガスを漏洩させても途中で遮断されるはか、感震器や

ガス漏れ警報設備と組み合わせて緊急時にガスを進断す

ることもできるため、ガス自殺対策、地震対策なども含

めた究極のガス事故対策となりうるのである.

うになってきたが、当初は気密性の高い住宅に住んだ経

験が浅い人も多く、この種の機器を十分な換気を確保せ

ずに使用したりして不完全燃焼が生じ、一酸化炭素中毒

に至る事故が増加してきた。

このためガス業界では、昭和58年頃から、不完全然焼

防止装置を組み込んだ機器を開発して普及に努めたため、

この種の事故は着実に減少した。

やがて、生活水準がさらに向上するに伴い、室外の空

気を取り入れて燃焼ガスも室外に排出する大型の燃焼横

器が使われることが多くなるとともに燃焼機器の性能も

上がり、気密性の高い住宅等における決気、排気設備な

ども適切に設計され使用されるようになって、不完全撚

焼による一酸化炭素中毒もガス事故対策のターゲットの

座から降りることになった。

こうして、昭和50年代の半ば頃にピークとなつたガス

事故は、以後急激に減少し、ガス爆発又は漏洩ガスに着

火した火災の作数についてみると、滋化石油ガスについ

てはピーク時の10分の 1以下 (図4)、都市ガスについ

ても4分の1以下 (図5)と なるに至っているのである。
一方、生活水準の向上に伴い、室内の空気を大量に使

用して燃焼し、排気を室内に排出する小型瞬問湯沸器な おわりに

どがマンションなどの気密性の高い住宅に設置されるよ   昭和50年代初めのマンションのガス爆発が多発してい

建築防災
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た頃、共同住宅ではガスの使用を制限すべきではないか、

とか、せめて超高層ビルや超高層マンションではガスの

使用を禁止して電化すべきではないか、との議論が強か

った。このことは先述の日の里団地のガス爆発事故の調

査レポートでも言及されているとおりである。

しかし、私は超高層ビルなどで一概にガスの使用を制

限することには問題があると考えていた。欧米諸国の火

災統計を見ると、放火に次いで電気器具や電気配線から

の火災が第2位 を占めている例が多く、超高層ビルなど

にとって、ガスよりも電気の方が安全とは必ずしも言い

切れないからである。

昭和50年代半ばからのガス事散対策の推進の経緯と、

一 爆発 火災 (消防庁調査)

平虚 6年   平成 8年

それに伴うガス事故の急減は、ガスか電気か、などとい

う議論が的はずれであったことを示している。電気もガ

スもそのままではかなりの危険性を持っており、電気の

方が比較的安全対策が容易で、ガスの方が同じような安

全性を確保するためには、高度な技術やより多くの経費

がかかるということだと思う。

危険には必ず理由があるし、それを防ぐ技術的な対策

も必ずある。そして、その対策を一つ一つ着実に実行し

ていけば、結果は必ずついてくる。ここ20年間のガス事

故の推移はそのことを明確に教えてくれたと言えるだろ

う。

た 「爆発 火災Jは 、ガスが着火物となって生じた爆発 火災事故をいう。

図 5  都市ガスの爆発 ・火災事故件数 (消防庁調査)の 推移
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